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3 既往実験データを用いた統計的検討 
3.1 せん断終局強度Qsu 

 曲げ降伏以前にせん断破壊した試験体 46 体 5)を対象

にせん断終局強度式の検証を行う。検討対象式は靱性指

針式 2）および修正荒川式 1）である。図-6 にせん断終局

強度検証を図-7 に σBによる実験値と計算値の比較を示

す。 
 靱性指針においてせん断式の精度は普通強度から高

強度までを含んだデータに対しては既往の評価では、全

体として平均値 1.28、変動係数 15.0％と報告されている
2)。今回のデータベースにおける評価では σBによらず、

ほとんどの試験体が安全側に評価されているが、σB＜60 
N/mm2で平均値 1.22に対し σB≧60 N/mm2の試験体にお

いては平均値 1.64 と σBが大きくなるほど安全側に評価

される結果となった。 
 修正荒川式は不合格率 5％相当の下限値を推定する式
である。適用範囲内である σB＜60 N/mm2では、平均値

1.11、変動係数 11.0％と安定した評価をしている。それ
に対し σB≧60 N/mm2では、平均値 1.04と余裕度が小さ
く、危険側に評価される試験体が存在し、σBが上昇する

ほど実験値を危険側に評価する傾向がみられた。 
3.2 塑性ヒンジ回転角 Rp 

 図-8に Rpの実験値-計算値関係を示す。プロットは本
実験結果と既往実験 6)の値の両方を用いた。Rpは実験に

よる限界変形角 Ru（80％耐力低下時変形角）から降伏変
形角を引いたものである。 
  Rp の計算値は靱性指針での検証結果によると、ばら

つきがあるものの実験値の下限を評価しているとあっ

た 2)。今回の検証で、σB＜60 N/mm2 の試験体は平均値

1.94 と多くの試験体が安全側に評価され変動係数も
53.8％と大きくばらついている。σB≧60 N/mm2の試験体

でも同様に平均値 2.0で変動係数 49.1％とばらつきが大
きい。実験値はコンクリート強度によらず概ね安全側に

評価され、下限値を示しているという傾向も適用範囲内

である σB＜60 N/mm2と一致するため、σB≧60 N/mm2の

部材にも適用可能だと推測される。 
4 まとめ 

 高強度コンクリートを用いた RC造柱部材の静的加力
実験を行い、さらに既往の論文から実験データを収集し

高強度コンクリートを用いた柱部材の耐震性能評価法

について検証したところ、以下の事象が明らかになった。 
1）耐震性能残存率 ηは現行の基準値と概ね一致し高強
度コンクリートを使用した部材では、普通強度に対して

余裕度が小さめとなっている。 
2）せん断終局強度の評価式において、靱性指針式は実
験結果を安全側に評価し σB≧60 N/mm2の部材にも適用

可能だと考えられる。修正荒川式は適用範囲外の σB≧60 
N/mm2の試験体において σBが上昇するにつれて実験値

を危険側に評価する傾向が見られた。 
3）塑性ヒンジ回転角 Rpは σB≧60 N/mm2においても適

用範囲である σB<60 N/mm2と同じ傾向で平均値、変動係

数もほぼ一致したことから、σB≧60 N/mm2の部材にも

適用可能だと考えられる。 
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図-8 Rp実験値-計算値関係 
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